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V.お わ りに
1.は じ め に
1970年 代以 降,ド イツにお いて環境 問題が様々 な形 で顕在化 した
。 シュバ
ル ツバル トの森林酸性雨被害,ラ イン川,ボ ー デ ン湖,北 海 の水質汚染,大
気 汚染の深刻化等が その代表例 として挙 げ られ るだ ろ う。 この ような状況下
63
で,住 民 の環境保全意識 は急速 に高 まった。 それ は政治 に も波及 し,環 境保
全 をスmガ ンに掲 げた 「緑 の党 」が 目覚 ましい活動 を見せ るようにな る。
環境保全が 「票」 にな る ことが他政党 に も認識 され るよ うにな った。 その結
果が州 ・連邦議会 を も動か し,環 境保 全 に関す る法規制 が制 定 されてい くこ
ととな る。
一 方
,日 本 で は公害 問題 に端 を発 し,こ れが環境 問題 へ発 展 してい った と
い う経緯 をた どって いる。公害問題 は企業 の技術 革新等 に よる対応 に よって,
一応 の決着 を見 た。 しか し近年 で は,一 般消費者,市 民,地 方 自治体等 の環
境 問題 に対 す る関心 の高 ま りが顕著 な もの となって いる。 また,環 境保全 に
関す る法規制 の制 定 も進展 してい る。
これ らの現実 を前 に して,企 業 は経営活動 の方針策定及 び実施 に際 し,環
境 問題 を無視 で きない状 況 にある。 これ は,法 規制 あるいは市民 ・消費者等
の環境保 全意識へ の対応 とい うような,消 極的 な側面 に限 った こ とではない。
環境保全 にビジネスチ ャンス を発見 す る とい う,積 極 的な とらえ方 も含 まれ
てい る。実際 に,こ の よ うな考 え方 をいち早 く取 り入れ,新 た な経営活 動 を
展開 して いる企業 も増 えつつ あ る。
企業が 自社 の経営活動 に環境 問題 を反映 させ るには,自 社 の経営活動 が環
境 に与 える負荷 の測 定 ・把握 と,負 荷軽減 のた めの具体 的 な諸活 動(方 法の
検 討,対 策の実施,効 果 の測定)と い う2点 を どの ような形 で実行す るかが
課題 にな る。これ らに関 す る実態調査 として,ド イツで は既 に,A.G.Coenen-
berg(Augusburg大 学)教 授 がBayern州 廃棄物研 究所 と共同で調査 を行 っ
ている。 その手法 は,ド イツ企業 に対 して経営 ・会計的視点か ら作成 された
ア ンケー トを実施 し,そ の回答 を集計 ・分析 す る とい う ものであ る。 同教授
はその結 果 に基 づいて傾 向把握 を行 い,論 文 を発表 した。筆者 は これ を論評 ・
の
紹 介 して い る(以 下 「C教 授 ア ンケ ー ト」 と略 す)。
!)柳 田稿 「企 業 政 策 と環境 保 全 一A.G,Coeneribergの ア ンケ ー トを 中心 と して一 」(神
奈 川大 学 経 営学 部 『国 際経 営論 集 』 第!⑪号,1996年2月)
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筆 者 は この ア ンケー ト形式 に準拠 して,在 ドイツ 日系企業 お よび ドイ ツ企
業 の環境保全 に関す るアンケー トを実施 し,そ の成果 を発表 し摺。 そ して,
同 ア ンケー トか ら全体 と製造業,製 造業 にお ける日独企 業 の比較論文 も発表
してい る 似 下 旧 独 製造 業論文」 と略3)) 。
さ らに,日 本企業 の環境保全 に関す る実態把握 を行 うため に
,1996年 度 に
ア ンケー ト(以 下 「日本 企業 ア ンケー ト」 と略 す)を 実施 した
。 本稿 で は,
「日本企業 アンケー ト」のデー タ と,既 に発 表 され てい る「C教 授 ア ンケ0トJ
及 び 「日独製造業論 文」 にお けるデータか ら,日 独両国企業 の環境保 全 に対
す る実態 と意識 の比較 分析 を行 うこととす る。
なお,「 日本企業 ア ンケー ト」の設問 は,日 本企 業の意識 と実態 の傾 向把握
を目的 として,経 営 ・会計 的視点 か ら設定 されてい る
。必 要 と思われ る部 分
に適宜修正 を加 えて はい るが・rc教 授 ア ンケー ト」及 び 旧 独製造 業論文」
との比較 可能性 を考慮 し,基 本的 には これ らのア ンケー トに準拠 した内容 と
なってい る。
Il.企 業の意思決定 と環境保全 の問題
この 問題 は,本 ア ン ケー トの 意 義 を問 う質 問 で あ る
。
[設 問1]企 業 の意 思 決 定 が(環 境 関連 の)法 律 等 に(ど の程 度 の)影 響 を
受 け るか
「非 常 に強 い」:17%(25社)
「強 い 」:55%(79社)
前 述 した よ う に,環 境 保 全 の 問題 は近 年,各 方面 にお い て 強 い 関 心 を集 め
て い る。 この よ うな風 潮 に企 業 の意 思 決定 が どの程 度 影 響 され るか を確 か め
2)柳 田稿 「在 ドイツ日系企業及び ドイツ企業の環境保全一経営会計的視点 を中心、とし
たアンケ0ト 分析 …」(『産業経理』Vo1 .56No.1,1996)




図表1環 境 保全の企 業の意思決定 への影響度















































るた め に設 定 した の が,設 問1で あ る。
「日本 企 業 ア ンケ ー ト」 で は,「 非 常 に強 い」 と 「強 い」 とい う2つ の程 度
に対 す る回答 の合 計 値 は72%に 達 して い る。 す な わ ち,回 答 企 業 の7割 以 上
が,そ の意 思決 定 に際 して環 境 保 全 関連 の法 規 制 や 住 民 運 動 等 に影 響 を受 け
て い る こ とが 明 らか とな っ た。 ち な み に 「普 通 」 と回答 した の は22%(32社)
で あ り,こ れ も含 め る と全 体 の9割 を超 え る こ とに な る。 また,「 弱 い 」は6
%(8社),「 全 く(影 響 され)な い」 は0%(0社)で あ る。 以 上 の結 果 か
ら,有 効 回答 を得 た 日本 企 業 の ほ とん どが意 思決 定 に際 して程 度 の差 こそ あ
れ,環 境 問題 に影響 を受 け て い る こ とが 明 らか に な った。
〈設 問1に お け る 「C教 授 ア ンケ ー ト」 との比 較 〉
ち な み に,「C教 授 ア ンケ ー ト」 で も,「 非 常 に強 い」 あ るい は 「強 い」 影
響 を受 け る とい う回答 が,60%に の ぼ って い る。 この こ とか ら,こ の点 に関
して 日独 両 国企 業 の全 体 的 な傾 向 は,か な り似 通 って い る と判 断 で き る。
〈設 問1に お け る 「日独 製 造 業 論 文 」 との比 較 〉
「日独製 造 業論 文 」 にお ける,「 非 常 に強 い 」 と 「強 い」 とい う回 答 の合 計
値 を見 て み よ う。 集計 企 業 全体(同 論 文 に お け る非 製 造 業 も含 む結 果)で は
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48%と,「 日本 企 業 ア ンケ ー ト」よ りも割 合 が少 な い
。 た だ し製 造 業 に限 定 す
る と,在 独 日系 製 造 企 業 で約70%,ド イ ツ製 造 企 業 で は約85%に 達 して い る
。
さ らに,こ れ らに 「普 通 」とい う回 答 も含 め る と日独 と もに100%と な る
。 環
境 保 全 問題 が与 え る影 響 を強 く感 じ る とい う傾 向 は
,在 独 の製 造 業 にお い て
4)
特 に顕著 に現れ てい る。
11L企 業政 策 と環境保全 に関 す るア ンケー トの内容
「日本企業 ア ンケー ト」は,総 数21の 設 問(そ れぞれの設 問の中 にさ らに細
かい問 いが設定 されてい る)か らな る。 今回 は 「C教 授 ア ンケー ト」 との比
較 可能性 を考慮 し,そ の中か ら適切 な項 目を抽 出 して傾 向把握 を行 った
。以
下 に,そ の抽 出項 目を概 略す る。
(1)企 業 の意思決定 と環境保全 の問題
環境 関連 の法規 制等が,企 業 の意思決定 に どの程度影響 を与 えるか に関す
る調査 を行 った。
② 環境保全 が 目標 システム に もた らす効 果
〈企業存続へ の貢献〉や く人気度 の達成 〉とい った12種 類 の経 営 目標 を設定
し,こ れ ら と企業 の環境保全 活動 との相 関性 を調べ た
。
(3)意 思決定 レベル でのエ コロジ0指 向性
設 問 には,経 営の部分 領域 として,〈 研 究開発〉や 〈購 買〉とい った10種 類
の経営活動 を設定 して いる。 これ らに対 して企業が意思決定 を行 う際 に
,環
境保 全対 策 を どの程 度考慮 す るか とい う意識調 査 を行 った。
(4)環 境保全事項 の実施
廃 棄物処理 の厳格度 に関す る意識調査 と,リ サイクル の実施状況等 に関す
4)な お,「 日独製造業論文」で は部 分無 回答 を含 むため
,割 合数値 の単純比較 はで きな
い ことに注意 が必要 であ る。部分 無回答 を除 いた有効回答 のみの数値 は,こ こで挙 げた数値
よ りも大 き くな ると考 えな けれ ばならない。
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る調査 を行 っている。前者 は 「貴 社 の廃棄物 処理 は厳格 に行 われてい るか」
とい う問い にi「Yes」or「No」 のいずれか を選択 す る とい う形 式での意識調
査 を行 った。
後者 は,リ サ イクル と廃棄物処理 をコス ト面 で比較 した際 に,リ サイ クル
の方 が経済 的 に有利 と感 じてい るか否 か に関す る,企 業の意識調 査 を行 って
いる。その上 で,「 リサ イクルか ら生ず る2次 原材料 の発生源 の認識 とその移
送先」 に関す る設問 を設定 し,リ サイ クル活動 か ら生 ず る2次 原材料 に関す
る状況把握 の程度 を調 べてい る。
(5)管 理 とコ ン トロール の用具
環境保全 に役立 つ用具,環 境保全 のための社 内機 関,環 境保全 を行 うこと
による経済損益 の計算 区分,投 資意 思決定 にお ける環境保全 の考慮等 につい
て,経 営 ・会計 的 な視点か ら質問 を設 け,こ れ らに関 す る調査 を行 ってい る。
⑥ 制裁:企 業 の環境政策 に影響 を及 ぼす領域
く地方 自治体 の廃棄物処理条例 の強化〉や く国家 の法令 の強化〉等の外部 要
因 を7種 類設定 し,こ れ らを企業が環境保全対策 の際 に どの程度考慮 してい
るか を調べ た。
(7)そ の他
ア ンケー ト用紙末尾 に設 け られた感想欄へ の記載 をも とに,環 境保全 と会
計 の関連 に対 す る企業 の具体 的な意見 ・考 え方のい くつか を例示 す る。 それ
とともに,こ れ らとその他 の設問 に対 す る回答の結果 と併 せ て,企 業 の環境
問題 に対す る姿勢 の傾 向把握 もしてい る。
lV.ア ンケ ー トの 結 果 と論 評
「日本企 業 ア ンケー ト」で は,ア ンケ ー ト用 紙 を送 付 す る とい う方法 を中心
に回答 を依 頼 して い る。 この他,対 面 調 査 お よび 用紙 を直 接 企 業 関係 者 に手
渡 し,返 送 を依 願 す る とい う方 法 も用 いた 。 こ う して一 部 上 場 の有 力 企 業 を
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中心 とした487社 を対 象 と し,177社 か ら回 答 を得 た。 この 回答 を集 計 した 数
値 に よっ て,環 境 と会 計 に関 す る現 代 日本 企 業 の 傾 向 を把 握 して い る。 そ の
上 で,「C教 授 ア ンケ ー ト」 と比 較 し,さ らに部 分 的 に は 「日独 製 造 業 論 文 」
との比 較 も行 った。 この こ とに よっ て,口 本 企 業 と ドイ ツ企 業 の比 較 を 中心
に,そ れ ぞ れ の傾 向 の違 い を明 らか に して い く。
ち な み に,「C教 授 ア ンケ ー ト」で は,依 頼 会社1 ,167社 中,513社 が 回答 し
た(回 収 率44%)。 そ の 中 で,有 効 な 回答 を送 り返 した企 業 は,483社(有 効
回収 率41.4%)と い う結 果 とな っ て い る。
また,「 日独 製 造 業 論 文 」 に関 して は,筆 者 が160社 にア ンケ ー トを依 頼 し,
102社 か ら得 た有効 回答 を原 デ0タ として い る(有 効 回収 率63 .8%)。 この 回
答 を,ま ず 在 ドイ ツ 日系非 製 造 業(A)・ 同 製 造 業(B)・ ドイ ツ製 造 企 業(D)
とい う,3つ の グル ー プ に分 類 して デ ー タ を集 計 した。 有効 回答 を示 した企
業 は,Aが73社sBが13社,Dが16社 で あ った。 同論 文 で は,A・B・D全
体 の ア ンケ ー ト結 果 の 中 か らさ らに両 国 製 造 業 に限 定 した デ ～ タ を集計 し,
全体 と製 造 業,そ して 製造 業 にお け る 日独 企 業 とい う,そ れ ぞれ の比 較 を行
っ て い る。 具 体 的 に は,Dの16社 の 中 か ら13社 を ピ ッ クア ップ し,こ れ とB
の13社 を比 較 ・分 析 す る とい う形 を とった。
な お,「C教 授 ア ンケ ー ト」との比 較 を可 能 にす るた め,本 稿 にお け る 「日
本 企 業 ア ンケ ー ト」 の 集計 デー タ は,各 設 問 ご とに完 全 無 回答 ・部 分 無 回答
を削 除 した数 値 を用 い て い る。
lV-L環 境保全が 目標 システムに もた らす効果
[設問5]企 業 の経 営 目標 と環 境保全活動 との相 関性
「促 進的効 果が ある」と 「部 分的効果が あ る」 とい う回答合計値 の上位5項 目
〈企 業 存 続 へ の貢 献>78%(34%+44%)
〈人 気 度 の達 成>77%(26%+51%)







企 業 目標 と環境保全の一致













































〈競 争 力 の増 大 〉:66%(17%+49%)
〈付 加 価 値 の増 大 〉:58%(14%+44%)
企 業 は その 経 営 活 動 に関 連 した,様 々 な 目標 を設 定 す る。 それ らの 経 営 目
標 の達 成 に,環 境 保 全 活 動 が どの よ うな影 響 を与 え るか を調 査 す るた め に設
定 され た の が設 問5で あ る。r促 進 的 な効 果 が あ る」と「部 分 的 な効 果 が あ る」
の 回 答合 計 値 の 多数 上 位3項 目 は,1位 か ら順 に 〈企 業存 続 へ の 貢献 〉,〈人
気 度 の達 成 〉,〈消費 者 指 向 の 充 足 〉で あ った。 ち な み に,「 促 進 的 な効 果 が あ
る」 とい う回答 の み の多 数 上 位3項 目 も,2位 と3位 の順 位 が 入 れ代 わ るが
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図 表2-2企 業 目標 と環 境 保 全 の 一 致
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同 じ項 目が並ん でい る。
この結果 はs多 くの 日本企業が,企 業 の存続 や消費者 のニー ズへ の対応 と
いった見地 か ら環境保 全活動 の必 要性 を強 く感 じてい る
,と い うことを示 し
てい る。す なわち,売 上 高増大 や利 益増大 といった短期的 ・直接 的 目標 と比
較 す る と,長 期 的 ・間接 的 目標 の達成 にその必 要性 を よ り強 く認識 してい る。
ただ し,こ れ らの3項 目の後 には,〈 競 争力 の増大〉やく市場 占有 率の増大 〉
とい った,他 社 との関係上 設定 され る企業 目標 が続 いた。 これ らは必ず しも
長 期的 ・間接的 な 目標 とは言 えないが,か な りの数 に達 してい る。 この よう
に,環 境保 全 を間接 的な 目標 との一致 だ けで な く,直 接的 目標 との関係 か ら
も考慮 してい る企業 は決 して少 な くない。
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なおi環 境保全活動が ここで設定 された企業 目標 に 「全 く効果 がない」 と
回答 した企業 は,〈操 業度 の上昇〉とい う項 目を除いて1割 以下 に留 まってい
る。 この ことか ら,程 度 の差 こそあれ,多 くの 日本 企業が環境保 全活動 は企
業 目標 になん らかの良 い影響 を与 える と考 えてい ることが明 らか になった。
環境保 全活動 と相 反 す る関係 にある と見 られが ちな項 目の調 査結果([設 問
迎
く利 益 目標 の達 成 〉
「促 進 的 も し くは部 分 的効 果 が あ る(合 計 値)」:37%
「あ ま り も し くは全 く効 果 が な い(合 計 値)」:63%
〈売 上 高 の増 大 〉
「促 進 的 も し くは部 分 的効 果 が あ る(合 計 値)」:45%
「あ ま り もし くは全 く効 果 が な い(合 計 値)」:55%
<原 価 低 減 の達 成>
f促 進 的 も し くは部 分 的 効 果 が あ る(合 計 値)」:39%
「あ ま りも し くは全 く効 果 が な い(合 計 値)」=61%
それ で は,環 境 保 全 が 悪影 響 を与 え る と見 られ が ち な企 業 目標 に つ い て は
ど うだ ろ うか 。 こ こで は そ うい っ た 目標 として,〈 利 益 目標 の達 成 〉,〈売 上高
の増 大 〉,〈原 価 低 減 の達 成 〉 を取 り上 げ る こ と とす る。 これ ら3つ の 目標 に
関 して は,い ず れ も 「あ ま り効 果 が な い 」 と 「全 く効 果 が ない 」 の合 計 値 が,
「促 進 的 効 果 が あ る」 と 「部 分 的効 果 が あ る」の 合計 値 を上 回 っ て い る。 環境
保 全 が これ らの 目標 達 成 に直 接 結 びつ か な い と考 えて い る企 業 の数 は今 な お
多 いが,目 標 の 内容 を考 えれ ば 当然 の結 果 で あ る。
た だ し,「 促 進 的効 果 が あ る」 と 「部 分 的効 果 が あ る」 とい う回答 の合 計 値
は,い ず れ も3割 を超 えて い る(順 に37%,45%,39%)。 この よ うに,環 境
保 全 活 動 が利 益額 や 売 上 高 等 の 短 期 的 ・直 接 的 目標 に も効 果 が あ る と認qし
て い る 日本 企 業 も,か な りの数 に の ぼ っ て い る。 この こ とは,注 目 して お く
べ きで あ ろ う。
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なお,今 回の結果 で特 に注 目すべ きは,『 原価低減 の達成 』に対 す る回答で
ある。環境保全活動 は費用 を伴 うた め,原 価 増大 に直接影響 を与 える場合 が
多 い。 それ ゆ えに,こ の 目標 とは相反 す る と考 え られて 当然 であ る。実際 に,
「日本企業 ア ンケー ト」で も,「効果 がない」 とい う否 定的回答 を示 した企業
は6割 以上 に達 している。 しか し,そ の反面 で約4割 の企業 が,こ の 目標 に
なん らかの効 果が ある と回答す る とい う予想外 な結果 が得 られた。
<設 問5に おけ る 「C教 授 ア ンケー ト」 との比較>
rc教 授 アンケー ト」 では,環 境保全が好影響 を もた らす企業 目標 として,
競争能力が最 も多 くの回答 を得 た。 その割合 は,5割 を超 えている(53%)。
同 目標 は,「 日本企業 アンケー ト」で も多数 回答 の上位第4位 で あ り,し か も
この数値 よ り大 きな値 となってい る。 しか し,環 境保全 と相 反す る もの と考
え られが ちな この 目標 が最多回答 を得 た とい う結果 が,日 独両 国企業 の考 え
方の違 い を表 してい る。
その一 方で}利 益 目標 に対 して効果 がない とい う回答が,「C教 授 ア ンケー
ト」 では61%に 達 してい る。 さ らに,原 価低 減 に効 果が ない とす る回答 は,
79%に も及 んでい る。原価低減 に対 す る環境保全活動 の影響 に関 しては,日
本 企業の方が若干 プラス要因 として とらえる傾 向が強 い とい う予想外 な結果
が示 され た。
本設 問 にお ける 日独企業 の比較 に よって,次 の ような状況 が読 み取れ る。
すなわちyこ れ ら経 営実務 と環境 問題 との結合 に関 して,日 本企業 は意識 は
高 いが建前論 的な ところ も否 め ない。 日本企業 の環境保全 に対 す る取 り組 み
が今 なお 「ムー ド,ブ ーム」的な段 階 に留 まってい るこ とに対 して,ド イツ
企業 は実践段階 に まで踏 み込 んでい る。 日本企 業 は この動 きを一過性 の ブー
ム として終わ らせ ないために も,さ らな る努力 の継続 が必 要で ある。
〈設問5に お ける 「日独製造業論文 」 との比較 〉
次 に 「日独製 造業論文」との比較 で あ るが,全 体的 に 「C教 授 ア ンケー ト」
と同様 の傾 向が示 され た。集計企 業全体 では,42%の 企業 が〈競争力 の増大〉
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に 「促進的効果が あ る」が,〈 利益獲得〉には72%が 「互 いに妨 害 し合 う関係
にある」と回答 してい る。製造 業 に限定 した結果 で は,〈 競争力 の増大〉に在
独 日系製造企業の61.5%,ド イツ製造企業の69.2%が 「促進 的効果が あ る」
と回答 してい る。 この ように,非 製造業 も含 めた全体傾 向 と比較 して,製 造
業 の方が競争力増大 に良 い影響 を及 ぼす と見 る傾 向が強 い。
〈利 益獲得 〉に関 して は,日 本製造企業 の半 数以上,ド イツ製造企 業で も約
4割 が 「互 い に妨害 しあ う関係 にある」 と回答 している。 この回答 結果か ら
すれ ば,製 造業 において も環境保 全 は く利益 獲得〉 とい う目標 と相 反す る も
の と考 えて いる企業 は多 い。 しか し,そ の一方で,日 独両方 の46.1%が 〈利
益獲得〉 に 「促進的効 果が あ る」 と回答 してい る。 この こ とか ら,製 造業 で
も環境 保全 の実施 は利益獲得 の よ うな短期 的 目標 に有利 に働 くと考 えてい る
企業 はかな りの数 に達 してい るこ とが明 らか にな った。
〈原価 低減〉で は,集 計企業全体 の79%の 企業が 「効 果が ない」と回答 して
い る。 この結果 か らすれ ば,環 境保全対策 が事 実上の原価上 昇 を導 くと見て
いるようで ある。製造業 に限定 した回答で も,「効果 がない」とす る企業が 日
独 ともに77%と なってお り,こ の 目標 に関 しては集計企業全体 と同様 の傾向
5)
に あ る 。
lV-2.意 思決定 レベルでの エ コロジー指 向性
[設問6](経 営の)部 分領域 に関 す る意思決定 を行 う際 に,「 環境保 全対策j
をどの程度考慮 す るか
考慮 の程度 に関 して,「 完全 に」 と 「か な り」とい う回答 の合計値 の多数上位
5項 目
〈廃 棄 物 処 理>87%(36%+51%)
<製 造>85%(27%一 ト58%)





企業 の経営活動 をい くつか の領域 に区分 し,そ れぞれの領域 に対 して環境
保全対策 をどの程度 考慮 して いるか を調査 したのが設問sで あ る。「日本企 業
ア ンケー ト」で は企業が 「積極的 に考慮 す る」活動領 域 と して,〈 廃棄物 処理〉
が最 も多 い回答 を得 た。考慮 の度合 に関 して 「完全 に」 と 「か な り」 を加 え
た合 計値 を見た場合,こ の項 目に対 す る回答 は87%に 達 している。す なわ ち,
有効 回答企業 の9割 近 くが この項 目に対 して環境保全対策 を考慮 して いるの
であ る。環境保全 に直接係 わ る項 目だ けに,多 くの企業 が積極 的な姿勢 を と
るこ とは当然 の結果 であ る。
以下 に続 く多数 回答項 目に関 して,ま ず 〈製造 〉の85%だ が,こ れ は高 い
数値 となって当然で あろ う。 日本 では公害 問題発生以 降,こ の問題 に対 して
制定 された法規制 が主 として 〈製造〉 の過程 か ら排 出 され る排 ガ ス,塵 煙 等
に適用 されて きた。 この部分 に対 しては,既 に環境保全 に対 す る配慮 が なさ
れ て きたか らであ る。
次 に,〈 研究 開発 〉や 〈リサ イクル〉とい った製造 あるいはサ ー ビス提供 の
「川上」や 「川下」において も,こ れ らを積極 的 に考慮 す る とい う回答が約8
割 とな ってい る。 〈研究 開発〉 とい う川上 の時点 で環 境保 全 を考慮 す る こと
は,そ の後 の全 ての段 階 にお ける環境保 全対策 に影響 を及 ぼす。 また,単 に
くリサ イクル〉を行 う というだ けで な く,そ の際 に発生す る環境 負荷 も考慮 す
るので あれ ば,環 境負荷 の削減 に これ まで以上 の効 果が期待 で きる。
企業 が経 営活動 の全段階 において環境保全 を考慮 す るよ うにな りつつあ る
とい う傾 向が,こ の8割 とい う結果 か ら読 み とれ る。 この よ うな姿勢 の経営
に対 して,仮 に川上 だ けを重視す るのであれば原価企画 とい った会計技 法が
有効 であ ろ う。 しか し,も し川上 か ら川下 までの全段階 を環境保 全対策 の考
慮対象 とす るのであれば,LCC(LifeCycleCosting)は,従 来 の会計技 法
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と比 較 して よ り有 効 な情 報 を提 供 し うる技 法 と言 え る。
〈設 問6に お け る(積 極 的 な 回答 に関 す る)「C教 授 ア ンケー ト」 との比 較 〉
「C教 授 ア ンケ ー ト」で も,「 日本 企業 ア ンケー ト」と同様 に,〈 廃 棄物 処 理 〉
が 最 多 回答 を得 て い る(74.6%)。 これ に 〈購 買〉(64.4%),〈 リサ イ クル 〉
(56.3%)が 続 い て い る。 い ず れ も 「日本 企 業 ア ンケ ー ト」の 上位 項 日 に挙 げ
られ て い るが,そ の数値 は 日本 企 業 よ り小 さ い。 しか し,特 に ドイ ツ に お け
る後 の2項 目の実 施状 況 は,日 本 よ り も活 発 で あ る。 数 値 上 の結 果 だ けで な
く,意 識 と実際 の差 異 を考 慮 して お くべ きで あ ろ う。
ち な み に 「日独 製 造 業論 文 」で も,〈 廃 棄物 処 理 〉が 最 多 回 答項 目 とな っ て
い る。
[設 問6]環 境 保 全 対 策 を 「全 く」 もし くは 「あ ま り」 考 慮 しな い,と す る
回答 の合 計 値
多数 上 位5項 目
〈材 料 管 理 〉:50%(5%+45%)
〈人 事 〉:41%(5%十36%)
〈マ ー ケ テ ィン グ〉:33%(2%+31%)
〈コ ン トロ ー リ ング〉=33%(2%+31%)
〈販 売 管 理 〉:33%(2%+31%)
0方
,「 日本 企 業 ア ンケ ー ト」で積 極 性 が あ ま り見 られ なか った 項 目 と して
は,「 あ ま り」も し くは 「全 く」考 慮 しな い とい う回答 の合 計 値 で 〈材 料 管 理 〉
が5割 に達 し,〈 人 事 〉も4割 を超 え て い る。 この他i〈 マ ー ケ テ ィ ン グ〉,〈コ
ン トロー リン グ〉,〈販 売 管理 〉 が いず れ も3割 を超 えた 。
これ らの項 目 は,そ の 多 くが 製 品 製造 に直 接 的 に はか か わ らな い領 域 とい
う こ とが 共 通 して い る。 そ の 中で,唯 一 製 造 に直 接 的 にか か わ る〈材 料 管 理 〉
が 最 多 回答 項 目で あ る とい う こ とは興 味 深 い。 この結 果 か ら,日 本 企 業 の 多
くが 〈材 料 管 理 〉 は環 境 負荷 を与 え る経 営活 動 で は ない と認 識 して い る と推
測 で き る。
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会 計的 な見地 か らの注 目点 として は,〈 コン トロー リング〉に対 す る姿勢 は
今 なお消極 的で ある とい うことが挙 げ られ る。 これ は,管 理 会計 的 な技法 を
経営 システム に組 み込 む とい う考 え方が,日 本企業 にはまだ受 け入 れ られ て
いない とい う現状 を示 して いる と解釈 で きる。
ただ し,こ れ らの項 目に対 す る 「完全 に」 と 「か な り」の合計値 の割合 は,
いずれ も5割 を超 えてい る。 この ように,こ れ らの項 目に対 して積極 的 な姿
勢 を示 してい る企 業 もか な りの数 に達 している。
以上 の こ とか ら,企 業 は製品製造 に関す る領域 の 多 くで環境保全対策 を強
く考慮 してい る反面 で,そ れ以外 の活動 で は環境保 全対 策 に消極 的 とい う傾
向が見受 け られ る。 ただ し,環 境保全対策 を 「全 く考慮 しな い」 とい う回答
の割 合が5%を 超 えた項 目は1つ もなか った。 この こ とか ら,程 度 の差 こそ
あれ,企 業 が経営活動 の全範 囲 に渡 って環境保 全 に取 り組 もう としてい る姿
勢 も明 らか になった。
〈設問6に お ける(消 極 的 な回答 に関す る)「C教 授 ア ンケー ト」 との比 較〉
「C教 授 ア ンケー ト」で も,〈材料管理(資 材 管理)〉 が消極 的回答の最多項
目 となって いる。 しか も,そ の数値 は 日本企業 よ りも大 きい(40 .2%)。 この
点 は 日本企業 と同様 の傾 向 を示 して いるが,こ れ に 〈研 究開発〉 の38 .4%が
続 いて いる。同項 目は 「日本企業 ア ンケー ト」 で は積極 的 な回答 を多数得 た
項 目の上位項 目に挙 げ られ てお り,日 本企業 との相違 が 見 られ る。
なお,第3位 は 〈コ ン ト1ロー リング〉 の36 .9%で あ った。 ただ し 「日独製
造業論文」 では,こ の項 目に対 して積極 的 な姿勢 を示す ドイツ製造業 の多 さ
が示 され てい る。
IV-3.環 境保 全対 策の実施
[設問3]廃 棄物処理 が厳 密 に行 われ てい るか




企業 が 環境 問題 に取 り組 む際 に,ま ず 直 接 的 にか か わ っ て くる のが 「廃 棄
物 処 理 」 の 問 題 で あ る。 この活 動 に対 す る企 業 の意 識 調 査 と,そ の実 施 に影
響 力 を持 つ と思 わ れ る外 部 強制 要 因 に対 す る考 慮 の度 合 を調 査 した の が設 問
3で あ る。 「日本 企 業 ア ンケ ー ト」 で は 「廃 棄 物 処 理 を厳 格 に行 って い るか」
とい う設 問 に,集 計 企 業 全 体 の9割 以 上 がYesと 答 え て い る。 この よ う に・
多 くの 日本 企 業 が 自社 は廃 棄 物 処 理 を厳 格 に行 って い る とい う意 識 を持 っ て
い る こ とが示 され た。 た だ し,「 日本 企 業 ア ンケ ー ト」で は,厳 格 さの 明確 な
条 件 を提 示 しな か った た め,そ の 実状 は企 業 ご とに大 き く異 な る と思 わ れ る。
なお,外 部 強制 要 因 に対 す る考 慮 の度 合 に関 して は,1V-5に て後 述 す る こ と
とす る。
〈設 問3に お け る 「C教 授 ア ンケー ト」 との比較 〉
「C教 授 ア ンケー ト」で は,8割 弱 の企 業 が 廃 棄物 処 理 に関 して環 境 保 全 を
考 慮 す る,と 回答 して い る(44.4%が 完 全 に,34.2%が ほぼ全 面 的 に)。 この
よ うに,日 独 両 国企 業 で 同様 の傾 向 が 示 され た 。
な お,「 日独 製 造 業論 文 」 で も7割 以 上 がYesと 回答 して い る。
[設 問4]廃 棄 物 処 理 と リサ イ クル に関 して
廃 棄 物 処 理 に関 して,処 理 コス トが高 い た め リサ イ クル を行 う こ と こそ経 済
的 に も有 利 で あ る
「全 くそ の とお り」:9%(12社)
「大 体 その とお り」 二39%(52社)
「あ ま りそ うで は な い」:45%(61社)
「全 くそ うで は な い」=7%(9社)
本 設 問 に関 して,明 らか に肯 定 的 な 回答 を示 した 企 業 は5割 弱 で あ る(「全
くその とお り」9%+「 大体 そ の とお り」39%)。 一 方,リ サ イ クル 戦 略 に対
して完 全 に否 定 的 な態 度 を示 した 企 業(「 全 くそ うで は な い」)は わず か7%
に留 まっ て い る。 す な わ ち,回 答 企 業 の 多 くは程 度 の差 こそ あ れ,リ サ イ ク
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ル戦略 を廃棄物処理 の手段 として考慮 し始 めてい る
。
総 製造 原価 に占め る廃棄物処理 コス トの割合 に関 してy6割 以上(64.6%)
の企業 が 「無 回答」
本稿 で は前述 した よ うに,基 本 的 に 「C教 授 ア ンケー ト」 との比較 を可能
にす るた め,設 問 ご との無 回答 は削除 した集 計値 を用 いてい る
。 ただ し,設
問4に お ける無回答の割合 の多 さは無視 し得 ない もの と考 え
,取 り上 げ るこ
ととした。
同設問 におけ る総製造原価 に占め る廃 棄物処理 コス トの割 合把握 に関 す る
調査結果 で は,6割 以 上 の企業が 「無 回答」 であった。 この結果 は,廃 棄物
処理 コス トを総製造原価 に関連 づ けて把握 している 日本企業 が けっ して多 く
はない ことを示 してい る。
現在,企 業 の環境保 全 に対 す る意識 は高 ま りつつあ る。それ は,「 日本企 業
ア ンケー ト」 の設 問4に 対 す る回答 として,リ サ イ クル戦略 に積極 的な 日本
企 業の多 さ とい う形 で も示 されてい る。 それだ けに,リ サ イ クル を含 めた廃
棄物処理 コス トを,製 品製造原価(も し くはそれ に相 当す る もの)に 関連 づ
けて把握 す る姿勢 を持 った企 業が少な い とい う結果 は残念 であ る
。
今後 この方面 に対 して 日本企業が本格的 に取 り組 むので あれ ば
,少 な くと
も廃棄物処理 コス トをその経 営活動 に応 じて詳細 に把握 す る必要 があ るだ ろ
う。 その上 で,企 業 の主た る経 営活動 に要 した原価(費 用)に 算入 す る とい
った形の対応 が求 め られ るこ とにな る。 この ような,環 境保 全活動 と既往 の
経営 活動 を同時 に会計面 か ら処理 す る際 には,LCC,ABC(ActivityBased
Costing)等 の会計 技法 の活用が効果的 であ る と思 われ る
。
これ らの技法 自体 の未成熟 さやsそ の導入 ・実施 に伴 う困難か ら,全 ての
企業 が即時 に導入 で きる とは限 らない。 しか し,環 境保全活動 の必 要性 を強
く感 じてい る企業 に とって は,有 用な技 法 として注 目に値 す る と考 えられ る
。
〈設問4に お ける 「C教 授 ア ンケー ト」 との比較 〉
処理 コス トに関す る全 く同様 の設問 は,「C教 授 ア ンケー ト」には設定 され
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ていない。 ただ し,業 種別 に これ を調査 してい る。製造原価 に占め る処理 コ
ス トの割合 として大 きな数値 を挙 げた業種 は,エ ネルギー供給産業,化 学産
業等で あった。製品製造原価 に占め る処理 コス トの割合数値 を回答 した企業
は,「 日本 企業 ア ンケー ト」とは比 べ もの にな らない ほ ど多い。 この数 の多 さ
が,廃 棄物処理 コス トを把握 し,製 品製造 原価 に占める割合 も算定す る とい
う,ド イツ企業の実行段階で の積極性 を示 してい る。
なお,リ サ イ クル を行 うこ とが経済的 に有利 か否 か とい う設問 も,「C教 授
アンケー ト」にはない。 ただ し,「 その必要性 を痛感 す る」か否か とい う設 問
を設定 し,こ れに対す る回答 を業種別 に調査 してい る。 ちなみに,処 理 コス
トの多い分野 ほ ど,こ の設 問 に同意 す る企 業数が多い とい う結果が得 られて
い る。
[設 問13]リ サ イクル に関 して,そ の2次 原材料 の発生源 の認識 と移送先




製造工 程等か ら発 生す る リサ イ クル可能 な物質 を2次 原材料 と呼ぶ。 その
発生源 の認識 と,移 送先 を把握 してい る企業 が どの程度 あ るか を調査 したの
が設 問13で ある。 まず発 生源の把握 に関 して 「日本企 業 アンケー ト」で は,
自社 で発生 す る2次 原材 料 は現時点で もか な り多 くの 日本企業が発生源 の把
握 を行 ってい るこ とが明 らかにな った。 ただ し,他 社 や消費領域 とい った社
外 で発生 す る2次 原材料 の情報 を把握 してい る と回答 した企 業 は,複 数回答
可で あるに もかかわ らず あ ま り多 くはない。現時点 におけ る多 くの 日本企業
は,社 外 で発生 す る2次 原材料 にあ ま り関心 がな いよ うであ る。
発生 した2次 原材料 を 「現 時点」 にお いて移 送 している相手先 の割合
〈特 別 な 回収 業 者 へ〉:80%(79社)
〈2次 原材 料 を製 造 に使 用 す る企 業 へ 〉:52%(48社)
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〈最終 消費者 へ〉:13%(10社)
同設 問の移送先 に関す る設問 では,専 門 の回収業者へ とい う回答 が8割 に
達 してお り,回 答 の大多数 を占めて いる。 ただ し,他 の製造企業へ の移送 と
い う回答 も,5割 以 上 と無視 出来 ない数字 となっ ている
。 しか し,〈最終 消費
者へ〉直接移送 す る企 業 は極 め て少 ない とい う現状 も示 された。
〈設問13に お ける 「C教 授 アンケー ト」 との比較〉
「C教 授 ア ンケー ト」で は2次 原材料 の発生源 の把握 に関 して
,自 社 と他社
が それ ぞれ ほぼ約8割 に達 して いる。 この よ うに,特 に他社 で発生 す る2次
原材 料 に対 して,ド イツ企業 は 日本企業 よ りもはるか に高 い関心 を示 してお
り,日 独 両国企業 の考 え方の相 違が見 られ る。 なお,消 費領域 で は 「日本企
業 ア ンケー ト」 とほぼ同様 の割合 を示 してい る。
移送先 に関 して は,「 日本企業 アンケー ト」とほぼ同様 の傾 向が示 されて い
る。 ただ し,最 終 消費者 へ移送 す る と回答 した ドイツ企業 の割合 は
,日 本企
業 よ りも大 きな数値 とな ってい る。
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